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第四次東久留米市民地域福祉活動計画策定にあたって 

社会福祉法人東久留米市社会福祉協議会  

会 長   松 本 誠 一 

人口減少、少子高齢化が加速する社会情勢にあって、地域のつながりの希薄化、社会・経

済状況の変化、更には３年間に及ぶコロナ禍の影響もあり、ひきこもり、社会的孤立、生活困

窮など、従来の福祉制度の枠組みでは対応しきれない複雑化・複合化した生活課題が顕在

化してきています。 

国においては、地域共生社会の実現に向け、社会福祉法の改正が進められ、令和２年６月

には、「断らない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する重層

的支援体制整備事業を創設しました。また、令和６年４月には、孤独・孤立対策推進法が施行

され、法に基づく取組みが始められています。 

こうした状況のなか、家庭や個人で解決できない困りごとを、顔の見える関係を築き地域

の支え合いのなかで解決していける、そんな地域社会をつくっていくことが重要であると考え

ております。 

社会福祉協議会としましても、地域の様々な生活課題の解決に向け、地域住民をはじめ民

生委員・児童委員、ボランティア、ＮＰＯ、社会福祉施設、専門機関などと協力し、行政はもと

より地域の企業とも連携・協働し取組んでまいります。 

第四次計画では、第三次計画を引き継ぎ「安心と心ゆたかなみんなのふくしのまちづくり」

を基本理念とし、新たに活動方針として「支えあいの輪を広げます」「お互いさまが響き合う

地域にします」「思いを集めて安心につなげます」を掲げています。今後は、この基本理念と活

動方針に基づき地域福祉活動を推進してまいります。市民をはじめ関係者の皆様には引き

続きご理解、ご協力をお願いいたします。 

最後に、本計画の策定にあたり貴重なご意見と多大なご協力をいただきました策定委員会

委員の皆様をはじめ、様々な場面でご協力をいただきました多くの皆様に心より感謝とお礼

を申し上げます。 

 

  



 

第四次計画策定に寄せて 

 

第四次東久留米市民地域福祉活動計画が無事に完成することができました。これまで６

回の委員会に市民の代表としてご協力いただいた策定委員の皆様、アンケート等にご協力

いただいた福祉関連団体の皆様、計画策定事務局を担われた市社会福祉協議会職員の皆様

に心より感謝申し上げます。 

昨今の 8050問題、児童虐待、生活困窮、ひきこもり、孤立、ヤングケアラーなど福祉課

題は地域にあふれ、これらのなかで生きづらさを抱え厳しい生活を強いられている方々が

いらっしゃることは周知の事実です。また、少子高齢社会の進展により人口減少に歯止めが

効かず、あらゆる分野での担い手不足は深刻さを増しつつあります。社会全体でこの問題を

受け止めていかなくてはならないことは言うまでもなく、地域共生社会の実現に向けて福

祉関係機関だけでなく、官民あらゆる分野、立場の人たちが本気で取組んでいかなくてはな

りません。このような課題が山積していることは否めませんが、しかし、歴史をたどってみ

ると、度重なる自然災害、大戦による経済的貧困、新型コロナウィルスの蔓延による生活様

式の激変など様々な社会課題があったなか、常にその課題に対して時に応じ多くの人たち

が立ち向かい、乗り越えようとしてきた歴史があることも事実です。 

本計画策定のなかで、福祉団体や市民活動団体としての取組みや地域住民による支えあ

いなど、アンケート記述や策定委員の皆様の実際の声を通して、この東久留米市にも確実に

存在する地域の力を実感しました。そこには地域福祉コーディネーターが積み重ねてきた

実践や住民団体のサロン活動が根付くなど、第三次計画からの 10年で積み上げられた成果

がありました。地域には様々な課題がありつつも、そのなかで、たとえ小さな実践であった

としてもその課題に向き合い取組んできたことも数多くあったと言えます。それらの過程

のなかで得られた住民力の高まりこそ地域福祉において大切にしなくてはならない視点な

のではないでしょうか。 

本計画の基本理念は「安心と心ゆたかなみんなのふくしのまちづくり」としています。「ふ

くしのまち」ではなく「まちづくり」としているのは、誰もが幸せを実感できる地域をつく

る取組みの過程にこそ、課題に立ち向かう力、地域福祉の実践力を得ることにつながり、結

果「ふくしのまち」が実現できると言えます。市民が主体となり取組みを続けること、積み

重ねることが大切なことであると思います。 

時を同じくして第四次改定がなされた東久留米市地域福祉計画で示された方向性を踏ま

え、本計画がこれからの 10年に向けて、市民の皆様による地域福祉の取組みを積み上げる

ための計画となることを願っております。 

地域福祉活動計画策定委員会 

委員長  北 川  進 
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１ 活動計画改定の趣旨 

（１）計画改定の背景 

①人口減少、少子高齢化の進行 

東久留米市の人口は、外国人住民が増えているものの、出生数を死亡数が上回る「自

然減」が一段と進んだ結果、総人口は平成 30 年から令和５年にかけてわずかながら減

少しました。今後の将来推計では人口減少が進むとともに、65歳以上人口（高齢者）は

増加し、令和 22（2040）年の高齢化率は３割を超える見通しです。また、85 歳以上人

口も増加する見通しです。 

将来人口推計 

 

資料：東久留米市地域福祉計画（第４次改定） 

 

②複雑化・複合化する生活課題 

人口減少、少子高齢化に加えて、地域のつながりの希薄化、社会・経済状況の変化、

さらには新型コロナウイルス感染症拡大等も影響し、ひきこもり、社会的孤立、生活困

窮等、従来の福祉制度の枠組みで対応しきれない複雑化・複合化した生活課題が顕在化

してきました。 
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③国民の安心した生活を支える新しいビジョン「地域共生社会」 

国は近年の社会情勢を踏まえ､平成 28年、国民の安心した生活を支える新しいビジョ

ンとして、ニッポン一億総活躍プランのなかで｢地域共生社会｣を打ち出しました。 

「地域共生社会」とは、制度・

分野ごとの『縦割り』や「支え手」

「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が

参画し、人と人、人と資源が世代

や分野を超えてつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生き

がい、地域をともに創っていく

社会を指しています。 

地域共生社会のイメージ          

 資料：厚生労働省「地域共生社会のポータルサイト」 

 

④「地域共生社会」の実現に向けた包括的な支援体制の構築 

国は｢地域共生社会｣の実現に向けて、平成 30 年４月施行の社会福祉法の改正をはじ

め、生活困窮者自立支援、子どもの貧困対策、孤独･孤立対策、困難な問題を抱える女

性への支援、ＬＧＢＴ理解増進法、こども基本法等、多くの法律を施行してきました。 

そのなかで平成 29 年と令和２

年の改正社会福祉法において、

「地域共生社会の実現」に向けて

「地域福祉の推進」を図りながら

制度の狭間や複合的なニーズに

対応できるよう、地域づくりを基

盤にした「包括的な支援体制の整

備」を行政の責務で進めると定め

られました。 

包括的な支援体制の整備と重層的支援体制整備事業の位置づけ 

資料：厚生労働省資料 

 

包括的な支援体制の任意事業として令和３年４月施行の社会福祉法等の一部改正に

おいて「重層的支援体制整備事業」が創設されました。重層的支援体制整備事業は「属

性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体

的に実施する仕組みであり、様々な生活課題や困難な状況に直面する人や世帯を地域・

関係機関・行政が協働して支える基盤となる仕組みです。 
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重層的支援体制整備事業の全体イメージ 

 

資料：厚生労働省資料 

 

 

（２）計画改定の目的 

｢地域共生社会｣の実現に向けた法律の制定・改正も踏まえ、誰もが経験する困難な状

況や生活課題に対し、本人、隣人、地域をはじめとする多様な主体が協働して早期に対

応する予防・抑制的な取組みがますます求められます。また、多様な背景を有する人々

が増えることを踏まえ、互いの価値観を認め合う多文化共生の地域づくりを進めること

も必要です。 

東久留米市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）が策定するこの東久留米市民

地域福祉活動計画も、今後の社会情勢や福祉ニーズの多様化に対応する計画に変えてい

く必要があります。そこで第三次活動計画が最終年を迎えるこのタイミングで計画を改

定します。 

また、東久留米市と市社協は、いわば「車の両輪」として、誰もが安心して暮らせる

よう、地域福祉を推進しています。 

東久留米市は、令和６年度に最終年を迎える東久留米市地域福祉計画（第３次改定）

を見直し、新たに「東久留米市地域福祉計画（第４次改定）」を策定します。市社協と

しても、同じく令和６年度に最終年を迎えた「第三次東久留米市民地域福祉活動計画」

の成果と課題を踏まえた上で、新しい市計画と歩調を合わせた「第四次東久留米市民地

域福祉活動計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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２ 活動計画の性格及び位置づけ 

本計画は、日常生活の基盤である地域で、市民の誰もがいつまでも安心して暮らせる

よう共通の福祉課題の解決にあたり、市民による福祉活動を支援するための活動計画で

あるとともに、市民の自主的・自発的な活動の指針とします。 

（１）計画の性格 

⚫ 東久留米市に生活し、暮らしを営む市民、社会福祉関連団体及び行政などが関わっ

てつくりあげる計画です。 

⚫ 地域社会の様々な課題を、市民一人ひとりが克服していくための支援活動の基盤づ

くりを目指します。 

⚫ 行政との連携・協働により進める計画であり、市民の主体的な参加と働きかけを基

本とします。 

⚫ 地域共生社会の実現につながるＳＤＧｓの理念（誰一人取り残さない）を意識して

事業・活動に取組みます。 

 

（参考）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の概要 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals の頭文字をとって「エスディージーズ」という。）は、平

成 27 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載され、

令和 12（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目指す、17 のゴール（目標）で構成された国際

目標です。 
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（２）計画の位置づけ 

⚫ 本計画は、市民の自主的な地域福祉活動を民間の立場で企画・提案し、地域生活支

援サービスを実施、または支援することにより、東久留米市における地域福祉の普

遍化を目指します。 

⚫ 本計画は、東久留米市長期総合計画、地域福祉計画、高齢者福祉計画・介護保険事

業計画などの行政計画との整合性を有するとともに、行政、社会福祉団体及び市民

との協働活動を包含します。 

⚫ 本計画は、国及び東京都の動向、社会福祉関係の諸計画との整合性についても配慮

しています。 

 

 

 

 

 

東久留米市地域福祉計画（第４次改定）はこちらをご覧ください。 

https://www.city.higashikurume.lg.jp/shisei/sesaku/keikaku/1004364/1026044.html 

 

 

 

市民地域福祉活動

計画（市社協）

市地域福祉計画

（東久留米市）

市民（民間）連携による 

自主的な市民活動計画 

市民との協働を含む 
行政計画としての 
地域福祉計画 

連携・協働 

地域福祉の推進 
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３ 活動計画の期間 

本計画の計画期間は、令和７（2025）年度より前期・後期各々５年ずつ、概ね 10 年

間とします。 

 

年度 

 

計画名 

令和 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 

市民地域福祉活動計画 

前期計画 後期計画 

各事業の整備･検討・推進を 

図る 

計画の中間見直し後、必要な修

正・事業の拡充を図る 

＜参考 東久留米市の主な計画＞ 

長期総合計画 

基本構想 計画期間 （10 年毎の計画） 

基本計画 
前

期 
後期 （５年毎の計画） 

地域福祉計画 計画期間 

 成年後見制度利用促進基本計画 計画期間 

 再犯防止推進計画 計画期間 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画 計画期間 （３年毎の計画） 

障害者 

障害者計画 計画期間 （６年毎の計画） 

障害福祉計画 

障害児福祉計画 
計画期間 （３年毎の計画） 

健康増進計画 

（わくわく健康プラン東くるめ） 
計画期間（令和７（2025）年度～令和 18（2036）年度） 

子ども・子育て支援事業計画 計画期間 （５年毎の計画） 

東久留米市母子保健計画 
計画

期間 
（６年毎の計画） 

東久留米市自殺対策計画 

（東くるめ ほっとプラン） 
計画期間 （５年毎の計画） 

 

◆福祉分野以外で関連する主な計画（「東久留米市地域福祉計画（第４次改定）」より） 

東久留米市地域防災計画、東久留米市男女平等推進プラン、東久留米市教育振興基本計画 等 
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（参考）福祉関連団体アンケート調査の実施 

第四次活動計画の策定にあたり、福祉活動や福祉サービス事業を実践している団体の皆さまに、 

市民生活を取り巻く様々な福祉課題を解決するこれからの地域福祉活動のあり方への意見・提案を 

お聴きすることを目的に実施しました。 

 

調査期間 令和６年７月 12 日～７月 29 日 

調査方法 
（配付）調査票の郵送 

（回答）調査票の回答もしくは、Ｗｅｂ回答フォーム 

対象団体の活動区分 配付数 回答数 

社会福祉法人 53 件 18 件 

ＮＰＯ法人 19 件 7 件 

その他の法人 15 件 7 件 

法人格なし（個人、任意団体等） 99 件 41 件 

無回答 - 8 件 

合計 186 件 
81 件 

（回答率 43.5％） 

調査項目 

① 貴殿、貴団体の活動について 

問１ 貴殿、貴団体の活動状況等 

問２ 貴殿、貴団体のこれからの活動 

② これからの地域福祉活動についての意見・提案 

問３ 市民が集い、交流する活動について 

問４ 困りごとに気付き、支援につなげる活動について 

問５ 市民や団体が主体となる地域福祉活動について 

問６ 支援が届いていない方の状況について 

③ 社協についての意見・提案 

問７ 社協の活動に対する改善点や期待することについて 

 

 

 

※アンケートに記載された主な意見は、１４ページ以降に記載しています。 
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１ 計画の基本理念と活動方針 

（１）基本理念 

市社協は、住民の主体的な参加により、多様化する地域社会の課題解決を目指し、行

政と連携して地域福祉を推進する役割を担ってきました。そして、社会環境の変化に応

じた活動をするため、地域福祉活動計画を時代に即して改定してきましたが、そうした

時代の移り変わりのなかでも、この 20 年間、市社協が目指すまちづくりの姿を示すも

のとして、基本理念を継承してきました。 

この基本理念は本計画においても継承し、市民が地域社会で安心と精神的な豊かさを

感じる土壌づくりを目指し、全ての市民の“人権”が尊重され、誰もが生きがいを持って

暮らす“ノーマライゼーション”の理念が根づく地域福祉を推進していきます。 

 

安心と心ゆたかな 

みんなのふくしのまちづくり 
 

 

（２）活動方針 

本計画は、基本理念を実現する３つの活動方針に基づき、事業を推進します。 

方針１  支えあいの輪を広げます 

身近な地域ごとに市民同士で支えあう活動を広げることで、様々な悩みごとや

ちょっとした困りごとがいち早く解決するような、みんなの力で心がゆたかになるまち

づくりを目指します。 

 

方針２  お互いさまが響き合う地域にします 

地域活動に関わる人を増やすこと、福祉関連団体が市民にとって頼りになる身

近な存在になることで、支え・支えられる活動が増え、気軽な相談ができるような、

互いの力でみんなが幸せになるまちづくりを目指します。 

 

方針３  思いを集めて安心につなげます 

一人ひとりの小さな思いが大きな力となり、支えとなって、困った時も支援が必

要な時も自分の気持ちが大切にされ、自分らしく暮らしていけるような、誰もが安心

できるまちづくりを目指します。 
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２ 活動目標 

本計画は、３つの目標を目指して取組みます。 

 

 

尊厳を持ち自立した日常生活をおくることができるまちづくり 

（ノーマライゼーションの理念） 

地域社会では、子ども、障がい者、高齢者、外国人など、さまざまな人々が

暮らしています。みんなが差別されることなく、一人の人間として尊敬され、

持てる能力に応じた自立生活を営めるまちをつくります。 

 

 

 

住民主体による地域福祉づくり 

（地域福祉の推進） 

地域にある福祉課題（福祉ニーズ）に対して、住民が積極的に関心をもち、

地域の福祉活動に参加・協力し課題を解決する。そのために必要な仕組みづく

りや市民・福祉関係者･行政などをつなぐ「結び目」の役割が担える組織づくり

を進めます。 

 

 

 

福祉サービス利用者の立場・権利を尊重する地域づくり 

（権利の擁護） 

福祉サービスを利用する人の立場に立って、安心して必要な福祉サービスが

利用できるよう利用者の権利を守ります。 
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３ 計画の体系図 

 

基本理念  活動方針 
 

活動目標 
 

安
心
と
心
ゆ
た
か
な
み
ん
な
の
ふ
く
し
の
ま
ち
づ
く
り 

 支
え
あ
い
の
輪
を
広
げ
ま
す 

方
針
１ 

身近な地域ごとに市民同

士で支えあう活動を広げるこ

とで、様々な悩みごとやちょ

っとした困りごとがいち早く解

決するような、みんなの力で

心がゆたかになるまちづくり

を目指します。 

 

⚫
 

福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
立
場
・
権
利
を
尊
重
す
る
地
域
づ
く
り
（
権
利
の
擁
護
） 

⚫
 

住
民
主
体
に
よ
る
地
域
福
祉
づ
く
り
（
地
域
福
祉
の
推
進
） 

⚫
 

尊
厳
を
持
ち
自
立
し
た
日
常
生
活
を
お
く
る
こ
と
が
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
（
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
理
念
） 

 

 

 

 

 

 

 

     

 お
互
い
さ
ま
が
響
き
合
う
地
域
に
し
ま
す 

方
針
２ 

地域活動に関わる人を増

やすこと、福祉関連団体が

市民にとって頼りになる身近

な存在になることで、支え・

支えられる活動が増え、気

軽な相談ができるような、互

いの力でみんなが幸せにな

るまちづくりを目指します。 

 

 

   

 

 

 

     

 思
い
を
集
め
て
安
心
に
つ
な
げ
ま
す 

方
針
３ 

一人ひとりの小さな思いが

大きな力となり、支えとなっ

て、困った時も支援が必要な

時も自分の気持ちが大切にさ

れ、自分らしく暮らしていける

ような、誰もが安心できるまち

づくりを目指します。 
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推進事業 事業細目 

 
 

相
談
か
ら
は
じ
ま
る
取
組
み 

～
市
社
協
の
役
割
～ 

 
方
針
１ 

事業１ 

地域での具体的な取

組みの拡充・課題解

決の仕組みづくり 

（１）小地域福祉活動の更なる推進 

（２）地域拠点整備事業 

（３）福祉のコーディネート機能の充実 

    

 

方
針
２ 

事業２ 

福祉学習、ボランテ

ィア活動の推進 

（１）福祉学習啓発事業の充実・ボランテ

ィア養成 

（２）災害ボランティアセンターに関する

活動 

 

事業３ 

福祉関連団体等との

連携・協力の充実 

（１）福祉関連団体連絡会・研修会の開催 

（２）福祉関連団体の活動の支援・参画 

    

 

方
針
３ 

事業４ 

市民の自主的な地域

福祉活動の支援 

（１）福祉活動に対する助成金の交付 

（２）共同募金事業の実施 

 

事業５ 

地域生活支援サービ

スの充実 

（１）判断能力が十分でない方の支援事業
の拡充 

（２）本人の尊厳を守る成年後見制度の利
用促進 

（３）ふれあいサービスの充実 

（４）ファミリー・サポート・センター事
業の充実 

（５）地区センター管理運営事業の実施 

（６）低所得世帯等の貸付事業の実施 
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４ 福祉関連団体アンケートの主な意見 

令和６年７月１２日～７月２９日に行った福祉関連団体アンケートから、推進事業に

関連する主な意見を抽出しています。 

 

 

相談からはじまる取組み ～市社協の役割～ 

●今は相談するというとかなり大ごととして捉える方が多く、自分で何とか解決してしまおう

と頑張ってしまう方が多くいるように感じている。気軽に相談できる場や、公的サービスと繋

がる場があると良い。（障がい福祉サービス事業所） 

●困りごとに気づいていてもどこにどう連絡したらいいのか、それを知っていても連絡しにく

いこともある。気軽に連絡できるような方法があるといい。（子ども食堂） 

●相談窓口のわかりづらさと不足 明確な相談となる段階ではすでに複合的な課題で困り切っ

たことになっている方も多い。たまたま言葉に出来る相談を携えて行政窓口に向かっても、自

分のところではないとたらいまわしになった傷つきを持って相談に来られる方はいまだにい

る。明確な相談の手前でモヤモヤしている時点で、モヤモヤのまま聞くことが出来る場所は現

状ではない。また、若い世代の居場所や相談の場がない。上記ともつながるが、モヤモヤの時

点で声に出し情報収集できる場所を作っていくことは必要であると思う。（障がい福祉サービ

ス事業所） 

●困っている人ほど表に出たがらない傾向にあるように思います。また本当に困っているときは

問題が複雑になってしまっていて、ご自分が何に困っているのかがわかりづらくなっている

と思います。（子ども食堂） 

●複雑、複合化した「困りごと」をどこに相談したら良いか分からないケースが多い。常設スペー

スにて定期的に人も滞在して情報提供する。困った時の窓口があることの周知。（障がい福祉

サービス事業所） 

 

 

   

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく福祉サービス・障害児支援を行う事業所で

す。（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、

重度障害者等包括支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自

立生活援助及び共同生活援助、放課後等デイサービスなど） 

障がい福祉サービス事業所とは 
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【方針１】支えあいの輪を広げます 

◇小地域福祉活動の更なる推進 

●多世代、多職種等いろいろな方が関わる事によって意見・提案を出し合い、顔見知りになり、

交流を深めて行く事が必要と思います。私達がこの地域を住みやすく活気に溢れる場所を作り

上げようと思えるように、地域のつながりになって欲しいと思います。（ミニデイ・サロン） 

●地域住民向けに福祉的な視点をもってもらうイベント、勉強会などもあったらよいのでは？

こんな人が近所にいたら、心配だけどどうしたらよいのかわからない、どう接していいのか？

など困っている地域住民の方もおおいのでは？ユニバーサルマナーとまではいかなくても、こ

んな状況の時に、こんなように言葉かけしてみたらどうだろうかという例を示してもらうと、困

っている人に声をかけやすくなるのでは？（障がい福祉サービス事業所） 

●コロナ禍の影響で解散をしてしまった、あるいは休止状態のまま活動を再開できない団体・グ

ループも少なくないと伺います。みんなのえんがわプロジェクトや地域福祉コーディネーターの

方を中心とした小地域福祉活動により、地域住民をエンパワーメントしていただけますよう、よ

ろしくお願いいたします。（子ども食堂） 

●自団体だけだと地域の方に向けてどのような取組みをすれば関心を持ってもらえるのか分か

らないことが多い。出来るだけ地域の方の意見を聞ける機会を作る必要性を感じている。（障

がい福祉サービス事業所） 

●市民と団体の横のつながりをどこから始めるのか。各団体や市民組織の様々な活動は見聞き

しているが、地元の地域との身近な関係にはつながりにくい。どこかが起点となってそのつな

がりの起点になって頂ければ。（自治会） 

●困りごとが、気づきづらい、見つけづらい原因は交流がないから。隣近所、地域住民と日ごろ

から交流があることで、お互いを理解し、受容し、困りごとに気づき、助け合える。それは、

一朝一夕にできることではなく、時間をかけて小さな交流を積み重ねていってできることと

思う。地域住民の意識向上が必要と考える。（ミニデイ・サロン） 

●遠くの見守り等をしていて歯痒い思いをする事もありますが、私だけで見ているのではなく、

関係機関も、その対象の方には何らかの働きかけをしているので取りあえずは毎日の遠くの見

守りを続ける事も大事なのかと思っています。（民生委員・児童委員） 

●社協は地域づくりの中核的な存在のひとつであり、その活動の意義は大きいが、社協のみで地

域福祉を推進するのは難しい部分もあるだろう。そこにぜひ、地域の力を活用してほしい。分

野・制度を超えたつながり作りのためのハブとなり、社協が請け負うことを地域に切り出して

いってほしいです。社協だけで進めるには大変なことも多いと思います。そこが市民協働でき

るところだと思っています。事業所としても、出来ることで積極的に協働していきたいと思っ

ています！（障がい福祉サービス事業所） 

●地域福祉コーディネーターを中心に、小地域での福祉活動（集うことから始まり）を、地域住民有

志の力を集めながら進めていく。（民生委員・児童委員） 
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●子ども会が地域から姿を消しているように思う。→自治会中心に子ども会を結成し、子ども中

心の行事・文化を作っていくことで、地域住民の活力を呼び起こす。→子ども会活動に支援を。

小地域・小学校単位で、その地域の自治会や活動団体協働の行事等（～祭り）を起こしていく。

（民生委員・児童委員） 

●町は自分達で作っていくものという意識づけ、ベルトコンベアに乗って誰かがやってくれるも

のではなく、一人ずつが主体的に取組んで行って欲しいと願っています。（自治会） 

●独居の男性高齢者は心配。地域に何人かは居る模様。幸い、地域住民の会では参加者が気づい

たことを話す機会が多いので、情報共有し見守り、関心を持って生活するようにしている。ま

た、サロンでも参加者から情報提供がある場合もあるので、情報共有しやすい。しかし、それ

でも漏れているし、知り得ない人も多数いると思う。プライバシーに配慮しながら、常識的な範

囲で関心を持って生活をすることが大切であることを、地域住民が理解すると良いと思う。（ミ

ニデイ・サロン） 

 

◇地域拠点整備事業 

●「みんなのえんがわプロジェクト」はとてもいいと思います。市内のあちこちに出来てほしいで

す。ボランティアとして参加したいです。誰もが立ち寄っておしゃべりしたり、くつろげる場

所があちこちにあることが立派な施設より必要だと思います。あまり最初から色々決めずに、

緩いスタートで、立ち寄った皆さんがだんだんと作り上げていく、そんな場所でいいと思います。

（ボランティア団体） 

●地域の方々が気軽に集える場所があれば、良いと思います。（民生委員・児童委員） 

●まずは、交流の場、コミュニケーションをつくる場が確保されなければ、支援への取組みが進

まない。その環境づくりがなければ第１歩が踏み出せない。互いの顔と顔がわかるふれあいの

場をつくる事が先決。（自治会） 

●東久留米市は多世代で集える場所が少ないと思います。多世代食堂などで、高齢者の方や子育

て世代・学生・お子さんが交流する場ができるとよいのではないでしょうか。（子ども食堂） 

●「みんなえんがわプロジェクト」は是非東久留米市全域で行ってほしいです。そのためには拠点

をせめて中学校区ごとにつくる必要があるのではないでしょうか。既に存在する団体に加え、

新たな団体の育成も行い、フラッと立ち寄ることのできるサロン等が増えたら、住民同士の輪

が広がるのではないかと思います。また活動している団体の場所などをマップにし、公開する

ことも有効かと思います。（子ども食堂） 

 

◇福祉コーディネート機能の充実 

●地域コミュニティ意識の低下、家族実態、家族関係の多様化、価値観の多様化、経済格差等によ

り地域での共生感情が持ちにくくなっている。プライバシー意識の高まりや詐欺等の増加によ

り、他者との交流を避ける傾向が強まっている。（ミニデイ・サロン） 
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●困ってる人はどこへ相談するのがいいのかわからない。困っている状況なのに本人が気づいて

いないという受け身の人が多いのではないか。（障がい福祉サービス事業所） 

●地域福祉コーディネーターによる地域活動支援を活発化するには、先ずはコーディネーターを

増やす必要があると思います。（子ども食堂） 

●コンビニに行けば何でも手に入り、検索すれば何でも答えが与えられるといった、現在の生活

はとても便利であるが、それは地域や他人への関心や助け合いがなくても困らないという状

況を生み出してもいると思う。そういった社会背景を踏まえれば、効果のある取組みや方法は

簡単ではないと思われる。これをやったらうまくいく、というものはないのではないか。人と

人の信頼関係は時間をかけて少しずつ築かれるものだと思うので、大人も子どもも参加して楽

しめる機会や企画を少しずつ積み重ねるしかないと思う。（認可保育所） 

●本人が相談できなくても、周囲からの相談でアウトリーチし、公的サービスに繋げていける仕組

みがあると良い。また、アウトリーチする職員にはしっかりとした処遇がつき、働く方の負担

にならないと良い。また、コンビニや商店との地域連携会議を地域ごとに社協主催で行い、毎

日来る高齢の方や、障がいをお持ちの方といった背景の方への支援が広がると良いのではな

いか。（障がい福祉サービス事業所） 

●困っている人に気付きづらいのは日本の福祉って当事者から探さないと分からないことが多

い。昔のようなおせっかいな人が少なくなったためにそのままなにもせずに時間が過ぎるこ

とが多い。「おせっかい」ができればなぁとよく思います。（ボランティア団体） 

●ご本人が困りごとと認知していないと支援に繋がらないことが多い。特に市民の方はどこに相

談するか悩まれることが多いと思う。（障がい福祉サービス事業所） 

●社会状況は大きく変化し、それに伴い、地域・個人の課題も複合・複雑化している。支援者が

すべてに即時対応することが難しいからこそ、分野や制度を超えて多職種・他業種が連携・協働

し、個と地域を一体的に支援していく視点が必要である。（障がい福祉サービス事業所） 

●交流したい人は集まってきますが、情報が入りにくい人や、そっと片隅で生きたい人は集まっ

ていないように感じます。生活に困っている人や体調に不具合を抱えている人はその余裕は

ないように感じます。支援していきたい方々ですが…。（民生委員・児童委員） 

 

 

民生委員・児童委員は、同じ地域で生活をする住民の一員として、住民の立場にた

ってまちの福祉を担うボランティアです。地域に暮らす身近な相談相手として住民か

らの生活上の心配ごと、医療や介護、子育ての不安などの相談に応じています。そし

て、その課題が解決できるよう行政をはじめ必要な支援や適切な福祉サービスへの

「つなぎ役」になります。 

主任児童委員は、子どもや子育てに関する支援を専門に担当しています。民生委員・

児童委員や学校、子ども家庭支援センターなどの児童福祉関係機関と連携しながら課

題解決に向けた活動に協力をしています。 

民生委員・児童委員とは 
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【方針２】お互いさまが響き合う地域にします 

◇福祉学習啓発事業の充実・ボランティア養成 

●ボランティア育成を小中高の教育の場や各地域の市民センター等で定期的に行い、かつボラン

ティアを必要とする市内の高齢・障害・児童等の施設に直接あっせんするアウトリーチ型ボラン

ティア？などの取組みがあれば、地域啓発にもつながるのではないだろうか。（障がい福祉サ

ービス事業所） 

●カフェに記憶障害のため、ひとりでは来れなくなってきている方を毎回、安全に、お連れする

ために、近くに住むボランティアスタッフが毎回、当日、連絡をし、見守っている。人材的に

余裕はなく、複数名になれば、対応は困難となる。また、ひとりで閉じこもっている方にどう

お誘いし、安全にお連れすることができるか。は地域包括支援センターとも協働しているが、課

題である。（ミニデイ・サロン） 

●ボランティア活動は任意の活動であるため、気の合う仲間同士で行っていることが多いよう

に思います。このため全く知らない方を受け入れることが難しい場合もあります。やはりボラ

ンティアセンター等が仲介を行い、入った後のフォローも引き受けて下さることが必要なのかも

しれません。（子ども食堂） 

●中学生、高校生のボランティア養成 学校も多様な学びを必要としていると思う。学校等にボ

ランティア講座を出前できる仕組みを作ってみては。事業所としても、実際にボランティア講

座に来てもらい、利用者さんたちはイメージが具体的になっていた。もっと「出前」できるこ

とそのものを、周知していってみてはどうか。（障がい福祉サービス事業所） 

●保育園では「子どもたちは社会の中で育つ」ということを認識して地域と繋がる保育を進めてい

る。（現在、農業体験、お買い物体験実施中）このようなことが園児の地域に対する愛着、地

域の人々からの自然なサポートにつながり、地域福祉のベースとなると思う。（認可保育所） 

●他団体でも同様かと思うが会の参加者の高齢化と会員数の減少が進んでおり、協力者、特に若

い世代の協力者の紹介をお願いしたい。（ボランティア団体） 

 

◇災害ボランティアセンターに関する活動 

●震災対策等の避難所のシュミレーション等には興味があり、自分の住んでるところでも確認した

い。（障がい福祉サービス事業所） 
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◇福祉関連団体連絡会・研修会の開催 

●それぞれ団体によって発信力に差はあると思うが、自分たちの活動を出来るだけ地域住民に向

けて発信し続けることが重要だと思う。（障がい福祉サービス事業所） 

●分野を超えていろいろな団体がまずはコミュニケーションが取れるようになることが大切だと

思う。そうすることで市民の方に対しても新たな取組みや気づきが出てくるように思う。（障

がい福祉サービス事業所） 

●小さな団体が多く、なかなか地域の課題を検討するまでに至っていない。分野問わずに交流し

てお互いの事業について知ることからできていくと嬉しい。（障がい福祉サービス事業所） 

●ほかの事業所がどうかわかりませんが、当事業所は市内の障害福祉サービスの事業所とほと

んど情報交換する機会がございません。お互いがもっと気軽に（利用者同士も！）交流できる場

があればいいなぁと思っています。利用者同士が交流できるイベントを企画していただけた

ら嬉しいです。（認可保育所） 

●コロナ感染症もあって、地域との繋がりが希薄になった。気軽に地域の方々とコミュニケーシ

ョンが取れる機会があるとお互いにいろいろなことが相談しあえると感じる。（認可保育所） 

●障がい者支援を通じて地域との交流を進めているが、近くに自治会等がなく、どう地域と関り

を深めたら良いかわからない現状がある。お便りの発行やお祭り等を開催し、地域の方にわか

りやすく、また身近な存在として理解してもらいたいと感じて実施はしている。（障がい福祉

サービス事業所） 

●地域での交流の機会を設ける場合、曜日と時間が問題となる。例えば（土・日）を利用すると、職

員の貴重な休日をあてることになり、続けての関わりは難しい。地域の活動を広げる場合、多く

の参加者を得るためには休祭日を利用することが多くなり、法人が関わるには職員の理解が

不可欠となる。マンパワーに加えて、経済的な支援をいかに確保するかが常に伴う。（障がい

福祉サービス事業所） 

 

◇福祉関連団体の活動の支援・参画 

●現在行っている地域美化清掃を継続的に実施し、地域の方との信頼関係を築いていく。また、

毎年行う納涼祭も継続して地域に開放し行っていく。地域の方との懇談が行なえるように、場

を設けていく。現在行っている自主製品の販売を通して、ボランティアを広く募集し、地域の

方との繋がりを深めたい。防災訓練を実施し、地域にとっての安心の拠点となっていきたい。

（障がい福祉サービス事業所） 

●活動の周知はホームページなども重要だが、口コミの力も大きい。参加したかったが今まで知

らなかったという人が多い。市や地域のイベントなどを通して、伝えていくことも必要ではな

いか。楽しいことから、が参加につながる。（子ども食堂） 
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●調査というのではなく、もっと頻繁にカフェの活動に参加し、地域高齢者やボランティアスタッ

フの声や思いを聴いて欲しい。そして、意見や要望について実現可能性を検討してほしい。参

加者に見える形で、社協が日頃、どのような活動をしているのか、どんな時に手をかしてもら

えるのか情報提供をしてほしい。また、カフェの活動について広く紹介し、新たな参加者が増

えるために協力してほしい。（ミニデイ・サロン） 

●協力して何かを一緒に作りあげる、などを毎年継続して行うことで、集う、つながる、などの場

が次第に作られていくのではないか。そうした場が作られることが、ゆくゆくはお互いへの関

心や支援につながっていけばよいのではないかと考える。（認可保育所） 

●学校を地域ボランティアにもう少し解放していただけると、市民活動が円滑に行えるようになる

と思います。児童のみなさんと地域の大人が顔見知りになることは、子どもたちにとって安心

できる環境につながるものと思われ、学校にとっても決してマイナスではないと思います。そ

のためには東久留米市及び教育委員会がその必要性や有意性を学校に説明し理解を求めると

共に、社協さんに団体の育成を担っていただければと思います。（子ども食堂） 

●在宅の元気な高齢者の居場所として始まり介護予防を目的とする活動だったが、年数を経て、

現在では軽度認知障害やパーキンソン等の病気を抱えるようになった会員も増えてきている。

今後もそれは加齢と共に起きてくるであろう。いわゆる介護状態になっても、サロンに通い、

慣れ親しんだ近隣住民と楽しい時間を過ごしたいと思っても、自力での歩行が困難になった

り、声かけや誘導が必要になったりしている。家族の協力が得られる利用者は問題ないが、独

居の利用者もいるため、ボランティアスタッフが支援をしなければならない現状がある。介護

状態になったらデイサービスやその他の公的な支援として通える場所はあるが、それまで参加

できていた近隣住民との交流の場への参加が難しくなるのは、どうなのかと考える。そこが課

題と思っている。（ミニデイ・サロン） 

●気軽に参加できる活動の場。友達同士で参加できる活動。それぞれの得意を活かした活動の場。

自分から情報を取りに行くことが難しい方も多く上手くマッチングできるような仕掛けやアウト

リーチが必要。（障がい福祉サービス事業者） 

●ひきこもり、障害についてクローズの人などは会場参加のイベントには参加しづらい。オンラ

インイベントで顔出し、名前出しの必要がない企画などができればと思います。（ボランティア団

体） 

●記憶障害を持ち、ひとりで来れない当事者の方をどう誘い出して、カフェにお連れすることが

できるかは大きな課題であり続けている。現実には独居高齢者が多く、孤立して引きこもって

いる実態が見られる。付き添い、共にカフェの場に参加するような伴走型支援を担うボランティ

アがいてほしい。ケアプランでもインフォーマルサービスを積極的に取り入れたいケアマネジ

ャーはいるのだが、こうした役割は介護保険サービスでは何もできないのが現状。（ミニデイ・

サロン） 
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●分野を超えていろいろな団体がまずはコミュニケーションが取れるようになることが大切だと

思う。そうすることで市民の方に対しても新たな取組みや気づきが出てくるように思う。（障

がい福祉サービス事業所） 

●もっと多くのグループができるためには、活動場所の確保が難しくなってくるので、学校の空

教室など利用できるといいのですが。（民生委員・児童委員） 

●地域活動でボッチャ大会を開催したが、車椅子ユーザー、幼児、高齢者まで異年齢の参加者で

盛り上がった。とても良い活動であり、今後も実施を予定している。また、規模は小さいなが

らもお祭りも実施している。知名度が上がりつつあり地域に浸透し、関心を寄せてもらってい

る。（ミニデイ・サロン） 

 

 

【方針３】思いを集めて安心につなげます 

◇福祉活動に対する助成金の交付 

●地域住民有志によるボランティアでの活動であるが、社協から助成を受け印刷代やイベント

費用等の経費はまかなえる。一方で、会の活動の質を向上させたいと歌唱の伴奏者として資格

を持ったピアニストをお願いしているが、わずかな交通費しか払えない状況がある。助成金か

らは限られた回数(年２回）分のみ講師料として計上できるが、それでは足りていない。助成

金の主旨は理解しているが、もう少し自由に活用できると良い。（ミニデイ・サロン） 

●地域での認知症との共生推進のため、家族会、自治会等とも関係を深め、付き添いボランティ

アを募るなど、カフェの推進を物心ともに支援してほしい。（ミニデイ・サロン） 

 

◇共同募金事業の実施 

●社協との関わりを振り返ると、赤い羽根共同募金、歳末たすけあい募金などで街頭募金活動に

参加する機会を与えられたこと。各種補助金申請において、推薦を頂いた事等があります。（障

がい福祉サービス事業所） 

 

◇判断能力が十分でない方の支援事業の拡充 

●身寄りのない方や生活困窮の方は今後も増えていくため、さらに負担が大きくなるかと思いま

す。（介護サービス事業所） 

●サービスの必要性ありなのに拒否する方、経済的に厳しい方をサービスに繋がるように支援し

て欲しい。（介護サービス事業所） 

●高齢者や一人暮らしの方に、最近認知症状況が見受けられる方が増えている。夫婦どちらかが

健全であればよいが、二人とも認知症になっていて、身近に近親者もいない。他人からの見守り

への限界もあり、ケアマネージャーさんからの支援情報にも個人情報の観点から限りがある。ど
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うフォローしていけばよいのでしょう。（自治会） 

●認知症を患った高齢の一人暮らしの方がいるが、本人が援助を必要としていないので、近所の

方々が心配され苦労されています。（民生委員・児童委員） 

●今後増えていく、利用者の高齢化については、一事業所での対応は困難となりますので、社協

さんとの連携が必要になってくると感じます。（障がい福祉サービス事業所） 

 

◇本人の尊厳を守る成年後見制度の利用促進 

●高齢の両親と 40 代後半・50 代の知的障害者の息子で暮らしている世帯が増えている。両親の

体力や認知機能も下がっていて、障害者を持った息子の介護が難しくなっているケースなどは

心配です。（障がい福祉サービス事業所） 

●費用がかからないサービスを考えたいと思います。ひとり暮らしの高齢者は今後に不安を抱え

ています。まわりとつながりたいけれど、どこまで心を許して話せるのかと思っています。生

活基盤の年金や預金のことなど悩みがあっても、成年後見制度には費用がかかるので頼れな

いと言われました。（民生委員・児童委員） 

 

◇ふれあいサービスの充実 

●＜困りごとに気づき、支援につなげる活動について＞ 介護サービスで対応出来ない支援、ボ

ランティア、マッチング等。（民生委員・児童委員） 

 

◇ファミリー・サポート・センター事業の充実 

●娘が第二子妊娠で入院することになり、長男の保育園の送りむかえを社協さんを通じて頼ん

だことがあった（市外）。とても助かりました。（民生委員・児童委員） 

 

◇地区センター管理運営事業の実施 

●高齢者が歩いて行けるくらいの近い所で小さくても良いので集会所が有ると良いのですが…。

浅間町は浅間町地区センターが良い例で、皆さん高齢者の体操・認知症カフェ・麻雀等皆さん

が集って交流できる場所が有るので、高齢者の方のグループがたくさん有ります。（民生委員・

児童委員） 

 

◇低所得世帯等の貸付事業の実施 

●貧富の差が激しくなり、頑張っているけど生活改善に結びつかない家庭の支援に関わりたいで

す。（民生委員・児童委員） 

●経済的に困窮している家庭は多い。家庭ではないが、20代と思われる人も食支援を求めてき

たこともある。（子ども食堂） 
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相談からはじまる取組み ～市社協の役割～ 

社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とした社会福祉法に基づく団体

です。地域の様々な課題解決に向け、地域住民をはじめ民生委員・児童委員、ボランテ

ィア、NPO、社会福祉施設、専門機関などと協力し、行政と連携・協働しながら活動し

ています。 

市社協は、本計画の活動方針・活動目標により推進事業を展開していきます。そして、

すべての社協事業は「相談」からはじまります。 

日々、地域の皆さまから寄せられる困りごとの相談や困っている方の役に立ちたい、

住みよいまちをつくりたいといった思いを受け止めて、一緒に考えていくことを基本と

して解決に取組んでいます。問題や課題が明らかな場合は『○○相談』といった専門的

な相談は有効ですが、その手前で悩み揺れている方は、相談先があることや何を相談す

ればよいかわからない状態が続きます。 

ささいな変化や小さな声に気づくことは、とても大事なことです。例えば、地域拠点

整備事業（みんなのえんがわプロジェクト）では、同じ地域で暮らす誰もが、気軽に立

ち寄り集える、えんがわのような居場所をつくり、そこでの会話から悩みごとや困りご

とを受け止め気づいた人が市社協や民生・児童委員などへつなぎ、大事になる前に解決・

解消に向けて一緒に考えることができます。 

 

 

●居場所での相談場面イメージ● 

 

 

 

実はね… 

はい、どうぞ！ 

おねえちゃん 

教えて！ 

子育て 

頑張ってるね 

おにいちゃん 

すごーい！ 

どうすれば 

いいか？ 
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窓口だけが相談する場ではありません。相談は暮らしのなかの様々な場面で行われる

ものです。例えば、隣近所同士や地域のなかで情報を教えあったり、経験談を伝えあっ

たり、互いに相談しあったりすることで、不安が軽くなったり、困りごとが解決するこ

とにつながります。 

日頃のそうした身近なつながりを増やしていくことも市社協の役割です。また、そこ

で解決できない困りごとを把握し、地域のさまざまな資源（機関、団体等）とのつなが

りを生かして対応していくことも市社協の役割になります。 

 

 

●様々な相談の場面イメージ● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちなかで 

困っている人

の話を聞く 

家庭で話をする 

地域活動の時に

話してみる 

趣味の集まりで

聞いてみる 

住民同士で相談しあえる人づくり・地域づくり 

解決できない困りごとは、

地域のつながりを生かし

て一緒に考えます 

行政 民生委員・児童委員等 地域包括支援センター 

福祉施設・事業所 

ボランティアグループ 

ＮＰＯ・市民活動団体 

保健所 

社会福祉法人連絡会 

当事者団体・家族会 

ミニデイ・サロン 

シニアクラブ 

自治会 
学校 企業 ご近所 

そうだ！ 
社協に相談しよう… 
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方針１ 支えあいの輪を広げます 

事業１ 地域での具体的な取組みの拡充・課題解決の仕組み

づくり 

（１）小地域福祉活動の更なる推進 

 

【事業概要】 

地域福祉懇談会などを通じて地域のニーズを把握し、住民及び関係団体の自主的な

取組みも活用しながら、小地域単位での福祉活動を推進しています。 

また、小地域における福祉課題を解決するため、地域ごとに職員を配置し、地域の

民生・児童委員や福祉施設・団体等の関係機関と連携を図るなど、地域福祉のコーデ

ィネート役を担っています。 

 

◇事業方針  

小地域単位での福祉活動の一層の推進と地域ごとの職員配置の継続により、地域で暮

らす誰もが差別や排除をされず、一人の人間として尊重され、持てる能力に応じた自立

生活を営める地域をつくります。 

身近なところに、地域の福祉のために活動している人たちと場所（拠点）があって住

民同士が互いに声をかけあい、困りごとを解決できるようにします。（小地域福祉活動

のビジョン・目的） 

⚫ アンケート調査対象以外の地域住民のニーズに耳を傾け、活動に反映します。 

⚫ 地域住民、近隣社会福祉法人施設などと課題解決方法について検討する場を設け、

具体的な取組みにつなぎます。 

⚫ 多様な世代のニーズに基づく情報提供や社会資源の紹介、活動しやすい場の確保や

周知など、環境整備を進め、住民とともに取組みます。 

⚫ 引き続き、既につながりのある住民主体の活動への側面支援を行っていきます。 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 災害時などいざという時のことも意識して、日ごろから地域で気になる人を見守り、人

の顔の見える関係をつくります。 

⚫ 団体の得意や専門性を活かした、地域のつながりづくりに取組みます。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（１）市民同士の身近なつながりを広げる 

○基本目標１（２）地域で支え合う活動を後押しする 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 日常生活での困りごとに関するアンケート調査を自治会と共催で実施するプロ

セスで、それまであまり接点がなかった住民、自治会、近隣の社会福祉法人が知

り合い、住民の小さな困りごとを社会福祉法人が担い手として関わる可能性につ

いて話し合える関係ができました。（東部） 

○ 地域活動の拠点を中心に、住民が企画する活動を支援しました。空き家の活用に

もつながる居場所の見学会では、近隣住民やこれから地域で活動をしたい市民団

体をつなぎ、それぞれが特徴を生かした活動が始まりました。（中部） 

○ 指定避難所の地域住民のニーズ調査と報告会を兼ねた防災講座を実施し、地域住

民の防災意識と顔見知りの関係づくりのきっかけとなりました。ニーズ調査を共

催した自治会では地域の防災活動が活発化しています。（西部） 

○ 地域福祉コーディネーター事業モデル地区から組織化した住民主体の活動を支

援しています。その取組みから、近隣の社会福祉法人が災害時に避難者を受け入

れる仕組みや住民による地域の困りごとの解決につながりました。（西部） 

【課題】 

○ 一部地域のアンケート調査を実施し、当該地域課題の把握・共有はできましたが、

具体的な活動にまで発展していません。 

○ 若い世代が地域を意識するきっかけづくりができていません。 
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（２）地域拠点整備事業 

 

【事業概要】 

地域の住民や福祉のために活動している人たち、福祉関係機関などが自由に集い、

互いに顔見知りとなって声をかけあい、困りごとの解決を進める拠点を整備します。 

 

◇事業方針  

地域拠点整備のモデル事業として、市民をはじめ多くの関係機関等を巻き込み推進し

ます。 

⚫ 民間助成財団等の活用や本会指定寄付金が増額するような取組みを検討します。 

⚫ 安定した収入が得られるしくみを調査・検討します。 

⚫ 実質的な運営主体を運営委員会に移行します。 

⚫ ５年を目途に見直しを図り、方向性を確認します。 

 

みんなのえんがわプロジェクト 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 地域の交流やつながりの場に周りの人を誘ってみます。 

⚫ 勇気を出して地域の居場所に行ってみます。 

⚫ 自分（たち）のふだんの活動が地域の居場所になる可能性を考えます。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（３）地域での温かな交流の場を広げる 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 拠点となる民家を借り上げ、近隣住民や自治会長のほか、民生委員・児童委員な

ど関係団体で組織する準備委員会を設置し、拠点の基本理念・基本方針（活動目

標）を決定しました。 

○ 準備委員会での協議・検討を踏まえて、地域住民・関係団体による運営委員会を

設置しました。運営の具体的な内容について検討を重ねるなかで、地域福祉活動

への興味・関心がより一層高まっています。 

○ 地域拠点のコンセプトを説明することで、身近な地域での福祉活動に興味・関心

が高まっています。 

【課題】 

○ 拠点運営を継続するための資金及び人材の確保が課題です。 

○ この取組みをモデルとし、他地域に広げる体制づくりを進める必要があります。 
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（３）福祉のコーディネート機能の充実 

 

【事業概要】 

既存の福祉制度だけでは対応できず、制度の谷間・狭間にあるようなケースの事態

の深刻化を防ぐことを目指して、地域福祉コーディネーターが活動しています。 

地域福祉コーディネーターは、地域の人々と福祉関係機関のネットワークづくりな

ど、地域をつないでいくことはもちろん、あらゆる資源をつなぐ役割を担っています。 

（※東久留米市受託事業） 

 

◇事業方針  

地域で身近な相談支援に対応するとともに、地域福祉推進の専門職として、相談の主

体にふさわしい制度やサービスにつないだり、地域の人々と関係機関のネットワークづ

くりなど、あらゆる資源を「つなぐ」役割を果たす地域福祉コーディネーターの増員と

活動の充実を図ります。 

⚫ 全市的な事業展開に向けた地域福祉コーディネーターの配置について、市と協議・

調整をします。 

⚫ ひきこもり家族会は、自らも困りごとを抱えながら地域活動に取組む有志の家族や

当事者のペースに合わせながら、長期的な視野で支援を続けます。 

⚫ 事業や活動の可視化とあわせ、小地域福祉活動との連動はもとより、地域の社会資

源や市内の関係機関・専門機関とのネットワークを活かし、連携・協働を強化しま

す。 

⚫ 多様な専門職や団体が、コミュニティソーシャルワーク機能を持ち、有機的に連携

できるよう働きかけます。 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 困りごとを抱える人を気にかけ、挨拶による声かけや見守りを行います。 

⚫ 団体の活動を通じて、困りごとを抱える人の手助けをします。必要な時に、地域福祉コ

ーディネーターや関係機関に相談をつなぐなど、様々な専門職や団体が地域の資源を

知り、コーディネートする力を高めます。 

⚫ さまざまな困難にある当事者が自分の困難を受け止めてもらうことで、他の方を助け

る側になることができます。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（５）地域づくりを応援する体制を充実する 

○重点取組１ 地域福祉コーディネート機能の充実 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 平成２８年度に開始したモデル地区の住みよいまちづくり活動は、令和３年度に

地域住民による自主組織となりました。「自分たちの地域は自分たちで良くする」

ことを目的に、定例的な懇談会と防災や交流をテーマにしたイベントを企画・運

営し、小地域担当で側面的な支援を続けています。 

○ 全市的な課題であるひきこもり家族会では、ひきこもりの悩みを持つ家族とサポ

ーターで運営する仕組みを目指して実施し、孤立しがちな家族や本人が安心でき

る居場所となっています。フードパントリーを実施する市民活動団体の支援か

ら、地域の課題を共助で解決する取組みが生まれ、福祉の相談につながらない困

りごとのある人を関係機関につなげました。 

【課題】 

○ モデル地区の活動を他地域に広める取組みが必要です。 

○ ひきこもり家族会の運営団体の組織化に向けた支援が必要です。 

○ 家族会の参加者から、ひきこもり当事者が安心できる地域の居場所のニーズがあ

ります。 

○ 西部地域に配置された地域福祉コーディネーター１名で、市内全域に渡る地域課

題に取組まざるを得ない状況があります。 
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方針２ お互いさまが響き合う地域にします 

事業２ 福祉学習、ボランティア活動の推進 

（１）福祉学習啓発事業の充実・ボランティア養成 

 

【事業概要】 

多様な活動や福祉学習の機会を多世代の市民に紹介し、地域福祉の課題を身近なも

のとして考え、お互いに思いやる関係とボランティアの担い手になるきっかけをつく

っています。 

 

◇事業方針  

住民自身が自分の地域の福祉課題に向き合うことで、お互いを思いやる関係となり、

誰もがボランティアの担い手として活躍できる地域づくりを進めます。 

⚫ これから関わろうとする人が興味を持てるコンテンツとしてのＳＮＳの活用や社

協の持つ様々なネットワークにより、ボランティアに関する情報提供を行い、理解

の促進につなげます。 

⚫ 地域生活上の課題・ニーズの収集と、その解決に向けたボランティアの養成、団体

活動の支援を進めます。 

⚫ これまでの「当たり前」にとらわれず、新たな地域課題を発見し、それに対し必要

な支援のありようを創出する、このための学びや交流の機会を作ります。 

⚫ 親子で参加できるプログラムや、学校・企業などを含めた多様な主体による地域貢

献とボランティア活動を推進することで、活動のすそ野を広げ、多くの市民が主体

的に参加しやすい機会を広げます。 

 

 

 

  

高齢者施設でお祭りのお手伝いにチャレンジ 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 自分が暮らす地域のこととして、関心を持ってボランティア活動に参加します。 

⚫ 無理なくできることを続け、その喜びを人に伝えて、一緒に活動できる仲間を増やしま

す。 

⚫ これまでの「当たり前」にとらわれず、なぜ？どうして？を大切に、新たなボランティ

ア活動や社会貢献活動を生み出します。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（２）地域で支え合う活動を後押しする 

○基本目標３（１）誰もが暮らしやすい地域づくりを進める 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ ボランティアしたい個人・団体などと求めている個人・団体などをつなぐ過程で、

双方が知り合い、互いのミッションや活動を共有することができ、ボランティア

センター事業の新たな発想や活動（事業の協働実施など）につながりました。 

○ これまでボランティアをしたことがない人が、講座などを入口にしてボランティ

ア団体の参加や個人ボランティア登録による活動につながることができました。 

○ コロナ禍では、オンラインを活用した講座やボランティア活動に取組み、外出や

対面での活動ができない福祉施設に住む人の精神的な孤立を防ぎ、地域で支え合

い助け合うことができました。 

○ ボランティア講座の参加者は、コロナ禍の影響により約半減となりましたが、福

祉施設・団体と福祉学習への参加の意義を共有することで、地域の福祉学習の理

解が促進され、講座参加者の希望に沿ったボラティア活動につなげることができ

ました。 

【課題】 

○ コロナ禍で減少した福祉学習の機会を増やし、次世代の福祉教育を推進し、ボラ

ンティア活動や地域共生社会の理解につながる取組みが必要です。 

○ 福祉学習やボランティア活動を通じた地域への効果など、具体的なイメージづく

りができる広報が不足しています。 

○ 活動者の多くは高齢者であり、幅広い年齢層の人が参加しやすいプログラムが不

足しています。 
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（２）災害ボランティアセンターに関する活動 

 

【事業概要】 

日頃から市民の防災意識を高め、災害時に市民自身が自助・共助による減災活動や

復旧・復興に取組んでいける地域づくりのため、災害時の災害ボランティアセンター

*運営やボランティア活動のコーディネート、平常時の訓練や普及啓発に協力する市

民スタッフを養成します。 

 

◇事業方針  

災害時に、市民自身が自助・共助による減災活動や復旧・復興に取組むことのできる

地域を目指し、市民スタッフを養成します。 

発災から復興まで、状況に応じて変化する被災者および地域のニーズに対応するため、

平常時からの関係機関・団体のネットワークづくりを一層進めます。 

⚫ 市民スタッフ登録者数 100 人を目指し、引き続き危機感を持って災害ボランティア

センター（＊1）スタッフの確保・養成に努めます。 

⚫ フォローアップ講座や養成講座、定期的な交流会を通して、市民スタッフの自主組

織化に向けた支援を行います。 

⚫ 関係機関・団体とのネットワークづくりを目的とした新たな事業の提案・運営を、

小地域福祉活動と連携して行います。 

 

 

  

 
1 災害ボランティアセンター：災害時に被災地に設置され、災害ボランティア活動を円滑に進

めるための拠点です。市社協では、市との協定により、市内で震度５強以上の地震が発生した

場合、市と連携・協力し、わくわく健康プラザに設置します。主に災害ボランティアの登録受

付及びコーディネート、被災者ニーズの整理・情報提供などを役割としています。 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 災害時の自助・共助を、自分のこととして取組みます。自身が被災していないときは、

災害ボランティアセンターのボランティアとして協力できるようにします。 

⚫ 災害ボランティアセンター市民スタッフとして、地域のニーズにアンテナを張り、平常

時からの啓発活動に取組みます。 

⚫ 日頃のボランティア活動や自治会などの地域活動に防災を取り入れて、災害の備えと

つながりをつくります。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標４（２）緊急時に備え、日頃からのつながりを進める 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 災害ボランティアセンター運営マニュアルを基に、市社協職員と市民スタッフが

参加する講座を実施し、イメージと課題を共有することで、市民スタッフが自分

たちの役割を具体的に考え、市民に伝えていく力を発揮しています。 

○ 市民スタッフの定期的な交流会の開催を行うことにより、市民スタッフ同士の顔

の見える関係性づくりを始めることができました。 

○ 養成講座や啓発事業を通じて、自主防災組織や市をはじめとする関係機関とのつ

ながりが強化され、災害ボランティアセンターの円滑な運営の土台ができまし

た。 

【課題】 

○ コロナ禍により市民スタッフ登録者が半減し、災害ボランティアセンターの運営

スタッフが不足しています。 

○ 万が一の場合、市民スタッフのみでも災害ボランティアセンターの立ち上げ・運

営ができる仕組みづくりと登録者の意識付けが必要です。 

○ コロナ禍による避難所連絡会や防災訓練などの中止により、関係機関の横のつな

がりが希薄化しています。 
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方針２ お互いさまが響き合う地域にします 

事業３ 福祉関連団体等との連携・協力の充実 

（１）福祉関連団体連絡会・研修会の開催 

 

【事業概要】 

地域で活動している福祉関連団体との連携を図るため、定期的に研修会を兼ねた連

絡会・情報交換会を開催します。 

 

 

◇事業方針  

市内社会福祉法人連絡会の枠組み（福祉関連団体がそれぞれの専門・得意分野を軸と

しながら、互いに協力・共有し合えるしくみ）を活かし、地域の重要な社会資源として

近隣住民に頼られる存在になることを支援します。 

⚫ 市内社会福祉法人連絡会全体でもしくは複数で、または単独の法人が、それぞれ地

域の福祉を進める団体として地域から期待される役割を果たすために、同連絡会の

ネットワークを有効に活用します。 

⚫ 社会福祉法人以外の福祉関連団体とも分野を超えて交流しながら情報提供・共有し

合える関係づくりに取組みます。 

 

市内社会福祉法人連絡会広報誌 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 自分（たち）の活動を発展させるつながりを市内外でつくります。 

⚫ 身近な地域の社会福祉法人等、福祉関連団体の役割や活動を調べてみます。 

⚫ 福祉関連団体の持つ資源や機能を自分の地域の福祉活動に活かします。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標２（２）市民、地域活動団体、関係機関等が協働する仕組みを充実する 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 平成３０年に市内社会福祉法人連絡会を設立することができました（令和６年９

月現在会員数 22 法人）。令和６年度は連絡会全体事業としてフードドライブ事

業に取組む計画となっています。 

○ 令和４年度より「Fuku福カタログ（（＊2）」を発行

しています。市民に活動を知らせることや市内

の社会福祉法人以外の福祉関連団体等が相互

に情報共有できるツールとして、また、表彰式

の記念品としても活用し、概ね高評価を得てい

ます。 

 

【課題】 

○ 市内社会福祉法人連絡会全体で取組む地域公益活動について、フードドライブ事

業へ試行的に参加するなどの検証を行い、取組みを前進させているものの、活動

の本格化には至っていません。 

○ 市内福祉関連団体のそれぞれが持つ特徴を活かした地域（社会）貢献について議

論が進んでいません。 

○ 事業所ごとの取組みに対する意識の差が大きく、規模や人員体制等もそれぞれで

あるなかで、無理なくできる範囲で取組みを継続しながら住民の期待に応える方

法について検討する必要があります。 

 
2 Fuku 福カタログ：市内障がい者福祉関連事業所の日常の取組みやそこで生まれた自主製品

を広く多くの方に紹介し応援者を増やすために、各事業所の魅力と応援方法（製品を購入して

応援若しくは、寄付で応援）を１冊にまとめたギフトカタログとして、市社協表彰式の記念品

として制作・発行したもの。 

 

Fuku 福カタログ 



第３章 活動計画の推進事業 

38 

（２）福祉関連団体の活動の支援・参画 

 

【事業概要】 

地域で活動している福祉関連団体の事業や組織運営に関する相談を受け支援して

います。必要に応じて共催するなど、福祉関連団体と一緒に事業に取組んでいます。 

また、市社協事務局隣りにボランティア交流室を設けて、活動の場の提供と資機材

の貸出しなどを行っています。 

その他、各種団体が主催する会議などにも積極的に参加し、情報共有をしています。 

 

 

◇事業方針  

市内の福祉関連団体がそれぞれの専門・得意分野を軸としながら、互いに協力・共有

し合える仕組みを活かし、地域の重要な社会資源として近隣住民に頼られる存在になる

ことを支援します。 

⚫ 小地域福祉活動などの事業を通じて、個別の生活課題を地域の生活課題として捉え

る場づくりや福祉関連団体のニーズに基づく支援を継続するとともに、必要に応じ

て地域住民の持つ力の発揮場所にもなる新たな資源開発を進めます。 

⚫ 多世代が集う「場」の整備を通じ、新たな担い手と福祉関連団体が出会うことで、

団体のかかえる困りごと解決につながる機会を創出します。 

 

 

 

 

  

調理をしながら交流を深めます 

「あしたの食卓」 

「松が丘カフェ みよしさんち」の活動 

代表者が集まるミニデイホーム・サロン連絡会 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 自分（たち）の強みや得意な分野をとおして地域で活動します。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標２（２）市民、地域活動団体、関係機関等が協働する仕組みを充実する 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 福祉関係団体や住民組織が主催する会合などに地区担当職員が積極的に参画し、

地域への情報の橋渡し役を担うことで、福祉関連団体が地域のなかで住民からの

期待に応える活動につなぐことができました。 

○ 地域の支え合いの居場所づくりの活動（ミニデイホーム・子育てサロン・みんな

のサロン（（＊3））の新規立ち上げや運営相談に対し、これまでのノウハウを活用し

支援することで、継続的な活動が行われています。 

 

【課題】 

○ 地域間の格差、福祉関連事業所の意識の違いなどにより、関わり方に温度差が生

じています。 

○ 支え合いの居場所づくりの活動では、スタッフの高齢化から活動を終了したり、

今後の運営継続に悩む団体が増えています。 

 
3 ミニデイホーム・子育てサロン・みんなのサロン：市民が主体となり、日中孤立しがちな一

人暮らし高齢者や障がい者、乳幼児を抱える親などを対象に、趣味・健康・交流活動を通じて

顔の見える関係を創り、お互いの思いやりが循環する、『地域に開かれた継続的な集いの場』で

す。 
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方針３ 思いを集めて安心につなげます 

事業４ 市民の自主的な地域福祉活動の支援 

（１）福祉活動に対する助成金の交付 

 

【事業概要】 

地域の住民及び団体が主体的に参画し、その自主性と創造性により行われる地域福

祉活動の経費の一部を助成金として交付します。 

特に、日中孤立しがちな高齢者や障がい者、乳幼児を抱えた親などを対象とした地

域の支え合いの居場所づくりの活動（ミニデイホーム、子育てサロン、みんなのサロ

ン）の新規立ち上げと継続的な運営の相談と支援をします。 

 

 

◇事業方針  

歳末たすけあい募金を有効に活用し、住民自らが協力し合い、地域で必要とされてい

る福祉活動が展開できるまちづくりを目指します。 

⚫ 効果的なＰＲ手法について、引き続き検討します。 

⚫ 既存のボランティア団体や新たな担い手となる多様な主体が、助成金利用につなが

るようなしくみづくりに向け、調査研究します。 

 

 

 

  
ボランティア団体が活動の成果を説明 

（令和５年度実績報告会） 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 自分（たち）が地域福祉を行うための活動費用を確保する方法を探します。 

⚫ 市社協に活動費用について相談します。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（２）地域で支え合う活動を後押しする 

○基本目標１（３）地域での温かな交流の場を広げる 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 歳末たすけあい募金を財源とした助成金事業について、補助金検討委員会を設置

し、補助金の仕組みを変更しました。これにより、より公平性と透明性のある利

用しやすい仕組みになり、新たな地域活動が促進されています。 

○ 地域福祉の課題に取組むテーマ型サロン「みんなのサロン」の創設により、当事

者グループがやりたいことを活動資金も含めて相談できる窓口となり、支援の幅

が広がりました。 

○ 福祉関連団体が主体的に行う地域福祉活動の継続を支援することで、多くの地域

住民が主体的に地域福祉の活動に関わり、生きがいづくりや孤立を防ぐことがで

きました。 

 

【課題】 

○ ミニデイホームや子育てサロンは、概ね対象とする団体に助成金を交付していま

すが、みんなのサロンの新規立ち上げ、ボランティアグループなどからの個別相

談や申請が少ない状況にあります。 

○ 対象団体に情報が届いていない、もしくは地域のニーズ把握が不足している可能

性があります。 

 

 

 



第３章 活動計画の推進事業 

42 

（２）共同募金事業の実施 

 

【事業概要】 

市内の社会的援護を必要とする方への見舞金及び福祉関連事業所やボランティア・

ＮＰＯ等の活動団体への助成等、地域福祉活動を充実するための募金活動である「赤

い羽根共同募金」及び「歳末たすけあい運動」を実施し福祉のまちづくりの推進を図

ります。 

 

 

◇事業方針  

共同募金事業の目的である地域の社会福祉サービスの充実をかなえるために、地域で

暮らす誰もがそれぞれ無理なく参加、協力できる募金の方法について検討を進めます。 

⚫ 地域生活課題をわかりやすく発信するとともに、共同募金の実績を丁寧に報告し、

配分金を活用した成果について工夫を凝らして広報するなど、住民等の理解と共感

を得られるように運動を展開します。 

 

 

  

福祉事業所のメンバーも街頭募金に参加（１０月赤い羽根共同募金） 

当事者団体やボランティア団体、福祉事業所が参加（１２月歳末たすけあい運動） 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 寄付や会費等をとおして、困っている人を支える活動を応援する気持ちを表します。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標３（１）誰もが暮らしやすい地域づくりを進める 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 令和２年からコロナ禍の影響で縮小せざるを得ない状況が３年間続きましたが、

令和５年度からは寄付する側と配分を受ける側分け隔てなく共に募金を集め、活

用する循環を推進することができました。 

○ コロナ禍により街頭募金ができなかった年は、関係機関と協力してそれぞれが関

係者への呼びかけ強化、戸別に案内をポスティングするなど新たな手法を工夫し

たところ、新規協力者の発掘につながりました。 

 

【課題】 

○ 令和５年度の募金額は、コロナ禍以前並みに復活したものの、全体としては減少

傾向です。 

○ 使途のＰＲが不足していることで、自分の募金が地域福祉の向上に役に立ってい

るという実感がわかず、興味関心の目が向きにくくなっています。 
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方針３ 思いを集めて安心につなげます 

事業５ 地域生活支援サービスの充実 

（１）判断能力が十分でない方の支援事業の拡充 

 

【事業概要】 

地域福祉権利擁護事業では、認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者など判断

能力が十分でない方を対象に、利用者との契約に基づき、地域で安心して暮らせるよ

うに、福祉サービス利用援助を中心として、日常的な金銭管理サービス、重要書類の

預かり等の支援をしています。（※東京都社会福祉協議会受託事業） 

 

 

◇事業方針  

誰もが住み慣れた家や地域で自立した生活が送れるよう、成年後見制度推進事業や福

祉サービス事業者等と連携を深め、支援を継続していきます。 

⚫ 事業の推進にあたり、成年後見制度推進事業への移行を踏まえた体制構築について

検討を進めます。 

⚫ 高齢化が益々進むなかで、相談内容も複雑多岐にわたることから、関係機関との連

携強化を進めていきます。 

 

 

  

地域福祉権利擁護事業 

１回１時間まで 1,700 円 
１時間を超えた場合は、30分までごとに850円を加算します。 

１回１時間まで 3,000 円 
１時間を超えた場合は、30分までごとに850円を加算します。 

１ヵ月 1,000 円 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 自分や自分の家族の判断能力に不安を感じた時は市社協に相談します。 

⚫ お年寄りやこどもにあいさつを通して様子を気にかけるなど、家族や隣近所で自分（た

ち）ができることをします。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標３（２）一人ひとりの権利が尊重される社会を形成する 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 平成 30 年度より職員体制を強化したことにより、市役所・地域包括支援センタ

ーをはじめ、福祉サービス事業所等の関係機関への事業周知が進み、結果、相談

件数が増加しました。また顔の見える関係づくりや相談しやすい関係づくりに努

めたことにより、関係機関との連携を強化することができました。 

○ 相談受付から初回訪問までの期間を短縮し、本人の現状を早期に把握することに

より、緊急性の高い必要な支援の対応や、利用契約までの期間が短縮し、利用者

ニーズに応じることができました。 

○ 担当する職員全員が地域福祉権利擁護事業と成年後見制度推進事業を兼務する

ことにより、成年後見制度への移行が円滑に行われ、切れ目ない支援が実現しま

した。 

【課題】 

○ サービス利用の意思形成までに時間がかかる場合や、本人が抱える課題が複雑化

しているケースが増えています。そのため、一件あたりの相談期間が長引き、相

談開始までお待ちいただく場合も発生しています。 

○ 必要な人が誰でも制度を利用できるよう、利用料金を負担することが厳しい低所

得世帯に対する救済制度（減免等）の創設について検討が必要です。 

 

 

★契約者数（件） 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

38 40 39 47 58 73 73 75 72 
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（２）本人の尊厳を守る成年後見制度の利用促進 

 

【事業概要】 

市内の認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等が判断能力の低下によって自

らの財産管理や日常生活を営むことが困難になっている方が、地域で安心して生活が

継続できるよう、成年後見制度の積極的な利用を促進するため、関係機関と連携を図

りながら成年後見人等の支援、地域ネットワークの活用、成年後見制度に関する相談・

手続き、講演会等制度の啓発などを行なっています。 

また、社会貢献型後見人（（＊4）の養成・育成、後見人等候補者の推薦、社会貢献型後

見人の後見監督人（＊5）業務を担っています。（※東久留米市受託事業） 

 

 

◇事業方針  

引き続き、市民への成年後見制度の周知等に努め、必要な人が誰でも制度利用ができ

るよう取組みを進めます。 

⚫ 今後の利用者増を予測し、地域福祉権利擁護事業を含めた体制構築について検討を

進めます。 

⚫ これまでどおり社会貢献型後見人登録者の計画的な養成・受任を継続します。登録

者には被後見人に寄り添った社会貢献型後見人らしさを活かした支援技術の習得

を目指し、受任要件の緩和により受任機会の拡大を進めます。 

⚫ 制度推進に向け、報酬助成の対象について、市と専門職団体との協議の場を設けて

いきます。 

  

 
4 社会貢献型後見人：認知症や障がい等により、成年後見制度を利用する必要がある方に対し、

親族でも専門家でもない、ボランタリーな精神に基づいて支援をする「成年後見人」のことで、

「市民後見人」とも呼ばれています。 

5 後見監督人：成年後見制度のもとで後見人を監督する個人または法人で、家庭裁判所が選任

します。市社協では、市内の社会貢献型後見人の後見監督を受任しています。 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 自分（たち）で成年後見制度について学びます。 

⚫ 自分（たち）で学んだことを周りの人や様子が気になる人の家族に伝えます。 

⚫ 自分や自分の家族の判断能力に不安を感じたら、成年後見制度の利用を考えます。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標３（２）一人ひとりの権利が尊重される社会を形成する 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ これまでの啓発活動（講演会・勉強会等）により、市民への制度周知につながり、

問合せ・相談件数が増加しました。 

○ また関係機関への制度周知を強化した結果、制度の理解が進み関係者との役割分

担や連携がスムーズに行なわれるようになりました。 

○ 地域福祉権利擁護事業から成年後見制度への移行がスムーズになり、平成 27 年

度から令和５年度の９年間で 39 件が移行し、うち２件は社会貢献型後見人が受

任しています。 

【課題】 

○ 高齢者人口の増加に伴い成年後見制度の相談は、地域福祉権利擁護事業（日常生

活自立支援事業）の相談とともに年々増加しているため、実施体制の強化が必要

です。 

○ 制度推進に向けて、身近な立場で支援する社会貢献型後見人の活躍が求められて

います。令和６年度現在、社会貢献型後見人の受任件数が２件（（計計３件）に留

まっており、受任機会拡大のためには受任要件の見直しが必要です。 

○ 市による報酬助成の対象とならない低所得の被後見人について、専門職の成年後

見団体より、報酬助成の対応が求められています。 

 

 

★相談、利用件数（件） 

 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

相談延べ件数 1,696 2,027 2,210 1,732 1,786 2,605 2,985 2,372 2,756 

新規相談実人数 164 139 142 145 169 200 170 131 117 
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（３）ふれあいサービスの充実 

 

【事業概要】 

高齢者や障がい者、ひとり親家庭や産前産後の方に、登録した市民が、有償で家事、

軽易な介助サービスを提供する、社協会員相互の住民参加型有償家事援助サービス（（＊

6）です。 

 

 

◇事業方針  

地域に暮らす誰もが一人ひとりのライフステージに合わせ、その人らしい自立した生

活が送れるよう、各種事業をより広く活用し、安心して暮らせる地域づくりを目指しま

す。 

⚫ 事業の趣旨を理解する協力会員の確保を図り、利用しやすい体制を推進します。 

⚫ 利用者ニーズや関連制度の動向を踏まえ、定期的な利用料の改定を含めた事業の再

構築を図ります。 

⚫ 協力会員が、日頃の活動で不安に思っていることなどを共有する場を企画し、安心

して活動を継続していけるよう、フォローします。 

 

 

 

  

 
6 住民参加型有償家事援助サービス：制度の枠にとらわれず、住民同士がお互いさまの感覚で

生活全体を支え合う活動です。地域住民がお互いに助け合い、支え合いながら活動することが

特徴で、会員制と有償制の仕組みをとっています。利用者も費用負担があることで、必要なと

きに気兼ねなくサービスを受けることができます。 

ふれあいサービス会員ニュース 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 空いた時間に、会員相互の助け合い活動に参加します。 

⚫ 必要な場合はふれあいサービスを利用しながら、安心して暮らします。 

⚫ ふれあいサービスを知りたい時は市社協だよりやホームページで情報を入手します。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（２）地域で支え合う活動を後押しする 

○基本目標２（３）情報提供と福祉サービスの質の向上を図る 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 会員同士の助けあい活動として定着し、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継

続するために欠かせない、日常のお手伝いを提供できました。 

○ 既存の制度や事業では対象とならないニーズの受け皿になっています。 

 

【課題】 

○ 地域によって、活動できる協力会員数に偏りがあります。 

○ 利用対象者や利用料の精査など、利用者ニーズに基づいた事業の再構築が必要で

す。 

○ コロナ禍以降、会員同士の交流会の再開が必要です。 

 

 

 

★協力会員数（人）、利用件数（件） 

 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

協力会員 78 72 69 64 57 59 52 46 48 

利用件数 2,393 3,344 3,078 2,060 2,654 1,379 1,025 1,562 1,386 
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（４）ファミリー・サポート・センター事業の充実 

 

【事業概要】 

仕事と子育ての両立のほか、子育てにかかる負担の軽減を図り、安心して子どもを

生み育てることのできる社会環境づくりを推進する子育て援助活動支援事業です。 

子育ての手伝いをしたいサポート会員と、手助けを求めているファミリー会員によ

るお互いさまの援助活動で、サポート会員が有償で、子どもの見守りや保育園等への

送迎を行う事業です。（※東久留米市受託事業） 

 

◇事業方針  

地域に暮らす誰もが一人ひとりのライフステージに合わせ、その人らしい自立した生

活が送れるよう、各種事業をより広く活用し、安心して暮らせる地域づくりを目指しま

す。 

⚫ 担い手不足解消のため、多様な機会や情報媒体を活用した広報活動を実施していき

ます。 

⚫ 互いの助け合いを意識した説明や広報、仕組みづくりにより、ファミリー会員がサ

ポートする側のことも理解することで地域による支え合いの輪を広げます。 

⚫ 配慮を要する世帯に対して、迅速かつ丁寧なサポートと、地域福祉コーディネータ

ー事業やふれあいサービスなど他事業と連動した支援をします。関係機関に事業特

徴と住民の助け合いの強みを周知します。 

 

 

  

利用・協力の流れ 

ファミサポ・カフェは、ファミリー・サポート・センター事業を使って

る人/使いたい人 と 活動している人/したい人 の 交流会です。 

出入り自由、予約なしの事業説明会もあります。 

地域の子育て支援を使う方法や仕組み、ファミサポのことの相談もで

きます。 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 空いた時間に、会員相互の助け合い活動に参加します。 

⚫ 安心して子育てができるよう、温かい目線で子育てを見守り、必要な時には声かけをし

ます。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（２）地域で支え合う活動を後押しする 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 市民や関係機関からの信頼と協力を得て、地域の助け合い活動として定着してい

ます。 

○ ファミリー会員からは、手助けをしてくれる地域の人の存在に安心して子育てが

できるという声があり、子育て中の心の支えにもなっています。 

○ コロナ禍や育児休業の取得増など、時代の背景による利用の変化に応じて、在宅

ワーク中の子どもの見守りなど新たな子育て支援ができています。 

【課題】 

○ 全国的な課題と同じく、高齢化に伴うサポート会員減少と新たな担い手の登録が

少ないことにより、一部地域でニーズに応えきれていません。 

○ ファミリー会員は利用の必要がなくなると退会して関わりが途切れてしまいま

す。事業の趣旨である地域の相互援助として、サポートする側にも関わることの

周知が必要です。 

○ 市や関係機関から、配慮を要する多様な世帯への支援の担い手として期待されて

いますが、求められている支援と専門的な知識を持たない地域の助け合いででき

る範囲にギャップが生じることがあります。 

 

 

★ファミリー・サポート会員登録者（人）、利用件数（件） 

 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

ファミリー会員 576 573 567 588 587 542 526 573 538 

サポート会員 214 208 206 202 194 172 164 165 148 

利用件数 3,501 3,506 2,921 2,431 2,547 1,166 1,274 1,630 1,730 
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（５）地区センター管理運営事業の実施 

 

【事業概要】 

市内在住の 60 歳以上の方が、無料で老人集会室・娯楽室（八幡町除く）等の利用

ができる老人福祉センターと、一般市民を対象とした会議室や和室の貸し出しなど、

市内５か所の地区センターの管理運営をしています。 

（※東久留米市指定管理者制度による事業） 

 

 

◇事業方針  

指定管理事業の受託継続を目指し、市民の身近な公共施設として、それぞれの地区セ

ンターでの特徴を活かし、地域活動の拠点として活用できるように取組みます。 

⚫ シニアクラブを始めとする地域住民を巻き込んだ新たな取組みを随時展開してい

きます。 

⚫ 施設・設備の老朽化や管理備品の整備等は、これまで以上に日々の点検はもとより、

業者による修繕履歴や定期点検結果等による予測により、市との協議・調整のもと

対応を図ります。 

 

 

  

地区センター毎に発行する通信 壁新聞で情報をお届けします 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 地区センターの催し物に参加します。 

⚫ 地区センターを利用して、自分（たち）がやりたいことをします。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標１（３）地域での温かな交流の場を広げる 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 市が推奨する「わくわくすこやか体操」を活用した取組みなど、独自の企画の他

自治会や福祉関連団体との協働事業などさまざまな取組みを実施し、新たな地区

センター利用のニーズに応えています。 

○ また、利用者アンケートなどで寄せられた意見からトイレの改修ほか、施設・設

備の老朽化による小規模修繕・備品整備に迅速に対応しています。 

 

【課題】 

○ 老人福祉センター風呂廃止による利用者減少に対応するための新たな企画等の

検討が必要です。 

○ ４か所の地区センターは設立から 40 年以上経ち、雨漏りや外壁のひび割れなど

施設の老朽化が進んでいます。空調など設備面においても改善を要します。 
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（６）低所得世帯等の貸付事業の実施 

 

【事業概要】 

金融機関や他の公的資金制度からの借り入れが困難な所得の少ない世帯に資金を

貸し付け、その経済的自立と生活安定を図ることを目的とした「生活福祉資金貸付事

業」を実施します。資金の種類は、福祉資金・教育支援資金・緊急小口資金・総合支

援資金・不動産担保型生活資金などがあります。（※東京都社会福祉協議会受託事業） 

また、市社協の独自事業として、急な出費等による生活困窮状態にある世帯の支援

として、２万円を限度に資金を貸し付ける「応急小口資金貸付事業」を行います。 

 

◇事業方針  

地域に暮らす誰もが一人ひとりのライフステージに合わせ、その人らしい自立した生

活が送れるよう、各種事業をより広く活用し、安心して暮らせる地域づくりを目指しま

す。 

⚫ 償還中支援の充実に向けて、借受人の生活の変化を早期に発見し、償還困難な状況

に陥らないよう適切な対応につとめます。 

⚫ 経済的困窮以外にも生活課題を抱えた世帯を必要に応じて活用可能な制度へつな

ぎ、関係機関や地域福祉コーディネーター等と連携して地域における自立更生を支

援します。 

⚫ 生活福祉資金貸付制度は相談支援付の貸付であり、相談者の状況や相談内容は多岐

にわたるため、職員の相談スキルの向上や関連知識の習得につとめます。 

 

  緊急小口資金（生活福祉資金） 

緊急小口資金は、都道府県社会福祉協議会が実施主体となる生活福祉資金の種類の 1

つで、緊急かつ一時的に困窮している世帯の自立を支援するための貸付制度です。資金

の貸付によってその後の生活及び返済の見通しが立つ場合であって、一時的に生活困難

となった理由が、定められた「貸付対象理由」に該当する場合に対象となります。 

貸付限度額は 10 万円以内の必要額で、返済は２か月の据置期間後 12 か月以内。無利

子で連帯保証人は不要です。 

 

応急小口資金貸付事業 

応急小口資金は、東久留米市社会福祉協議会独自の貸付事業で、他からの貸付を受け

ることができない市内に居住する生活困窮世帯（生活保護世帯は除く）を対象とし、返済

が確実と認められる場合に応急的に生活をたてるために必要な資金を無利子で貸し付け

ています。 

貸付限度額は２万円以内の必要額で、返済期間は３か月以内。原則、事務局での面接

後、民生委員の訪問調査を経て貸付の可否を決定します。 
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◇取組みの主役＝市民の役割（取組み例） 

⚫ 一時的にお金にどうしても困った時、困りそうな状況になった時は自分だけで抱え込

まずに早い段階で市社協に相談します。 

 

▼事業に連動する市の地域福祉の取組み（東久留米市地域福祉計画（第４次改定）より） 

○基本目標２（１）地域課題や困りごとの発見・相談の仕組みを充実する 

 

 

 

◇これまでの取組みの成果と課題 

【成果】 

○ 資金貸付に関する相談を入口に、世帯の抱える困りごとを整理し、解決に向けた

方策について共に考え必要な支援につなぐことができました。 

○ 民生委員および職員による償還中世帯への継続的な訪問、見守りにより、世帯の

状況変化の早期発見ができたほか、適切な救済措置の利用案内・促進など、自立

に向けた支援ができています。 

 

【課題】 

○ コロナ特例貸付が実施されたことにより、「生活福祉資金貸付制度は相談支援付

貸付である」という前提が崩れ、本来貸付の対象とならない世帯が制度の利用を

希望する実態があります。 

○ コロナ禍における対面支援の休止、特例貸付関係業務の増加の影響で、支援が必

要な世帯への対応が最小限にとどまっており、充実を図る必要があります。 

○ コロナ禍で顕在化した生活課題を抱える世帯への包括的・継続的な福祉的支援を

検討する必要があります。 

 

 

★事業実績（件） 

 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

生活福祉資金相談件数 141 81 180 124 128 9,795 5,546 1,935 1,321 

応急小口資金相談件数 84 14 50 98 89 168 78 106 86 

 

 

 



第３章 活動計画の推進事業 

56 
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第四次活動計画の推進・展開にあわせ、活動計画推進・評価・検討を継続するととも

に、社会福祉法、市社協定款による「経営の原則」の視点からも、Ｐｌａｎ（計画）— 

Ｄｏ（実行）— Ｃｈｅｃｋ（評価）— Ａｃｔｉｏｎ（行動）—（ＰＤＣＡサイクル）を運

用し、毎年度ごとに進捗状況の点検・事業評価を行っていきます。 

ＰＤＣＡサイクル 

 

 

（１）事業進捗状況の点検 

① 計画の進捗状況の把握 

計画に記載された活動・事業について、どこまで実施されたか、事業報告等により毎

年把握をしていきます。 

② 活動の問題点の抽出 

活動の内容について、利用者や市民の意見などを吸収し、問題点を抽出していきます。 

 

（２）事業の評価 

① 事業担当者による評価（内部の自己評価） 

評価項目などを検討し、事業を進めている担当者（社協職員など）による自己評価を

毎年度実施し、対応可能な課題は改善に取組みます。 

② 主催事業による評価（参加者の評価） 

講座やイベント、説明会・研修会等の開催後に行うアンケートで、感想や満足度のほ

か内容の理解や企画についての評価により、次の企画等に反映していきます。 

③ 社協会員及び市民（サービス利用者等）による評価 

重要な事業や活動について、アンケート又はヒアリング等で調査を実施し、社協会員

及び社協の提供するサービスの利用者等からの評価を実施していきます。 

  

Plan
（計画）

Do
（実行）

Check
（評価）

Action
（行動）
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（３）計画の見直し 

① 前期終了時点 

後期の５ヵ年に向けて、前期が終了する５ヵ年目に前期の見直しを図り、計画改定時

には無かった制度や考え方などを計画に盛り込むなど計画の見直しを図ります。 

② 後期終了時点 

活動計画の終了にあたり、これまでの取組みの振り返りを行うとともに、新たな地域

の福祉計画の策定等について検討します。 

 

 

策定委員会委員の皆さんと松本会長（前列左から２番目） 
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地域福祉活動計画策定委員会 審議経過 

実施日 審議事項等 

令和 6 年 

6 月 20 日 

第 1 回地域福祉活動計画策定委員会 

・ 委員自己紹介 

・ 委員長、副委員長の互選 

・ 任務の確認 

・ 市内福祉関連団体アンケートについて 

・ その他 

9 月 18 日 

第 2 回地域福祉活動計画策定委員会 

・ 第三次東久留米市民地域福祉活動計画の振り返り  

・ 市内福祉関連団体アンケート調査結果について  

・ 第四次東久留米市民地域福祉活動計画構成案の検討 

・ その他 

11 月 12 日 

第 3 回地域福祉活動計画策定委員会 

・ 第四次東久留米市民地域福祉活動計画（素案）の検討 

・ その他 

12 月 18 日 

第 4 回地域福祉活動計画策定委員会 

・ 第四次東久留米市民地域福祉活動計画（案）の検討 

・ その他 

令和 7 年 

1 月 23 日 

第 5 回地域福祉活動計画策定委員会 

・ 第四次東久留米市民地域福祉活動計画（パブリックコメント案）の検討 

・ その他 

2 月 3 日～2 月 16 日 
パブリックコメント 

・ 寄せられた意見 0 件 

3 月 28 日 

第 6 回地域福祉活動計画策定委員会 

・ パブリックコメントの実施結果 

・ 第四次東久留米市民地域福祉活動計画（案）及び概要版の検討・承認 

・ 地域福祉活動計画検討結果報告 

・ その他 
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地域福祉活動計画策定委員会 委員名簿 

 

選 出 区 分 氏  名 所 属 等 備 考 

1 
公募等による 

市民 
矢 部 晶 代 NPO 法人東久留米ふれあいの街事務局長  

2 
学識経験を 

有する者 

北 川   進  日本社会事業大学専門職大学院 講師 委員長 

江 口 博 昭 江口司法書士事務所 司法書士  

3 
本会が 

指名する者 
島 﨑 宣 治 東久留米市社会福祉協議会 副会長 副委員長 

4 
東久留米市 

行政 
中 谷 義 昭 東久留米市福祉保健部 部長   

5 

福祉関係機関 

または 

団体関係者 

酒 井 宗 作 
東久留米市民生委員・児童委員協議会  

会長 
  

木 村 温 眞 東久留米市シニアクラブ連合会 相談役   

今 井 惠 子 社会福祉法人聖心会 理事長   

河 野 直 樹 東久留米市立さいわい福祉センター所長   

時 田 良 枝 一般社団法人 Polyphony 代表理事   
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地域福祉活動計画策定委員会 設置要綱 

 

（目的および設置） 

第 1条 社会福祉法人東久留米市社会福祉協議会（以下「本会」という）会長の諮問に

応え、東久留米市民地域福祉活動計画を策定するため、地域福祉活動計画策定委員会

（以下｢委員会｣という）を設置する。 
 

（委員会の構成） 

第２条 この委員会は、下記の委員１０名以内で構成し、本会会長が委嘱する。 

（１）公募等による市民……………………………………１名 

（２）学識経験を有する者…………………………………２名 

（３）本会が指名する者……………………………………１名 

（４）東久留米市行政………………………………………１名 

（５）福祉関係機関または団体関係者……………………５名 

２ この委員会に委員長１名及び、副委員長１名を置く。委員長及び副委員長は委員の

互選により、選出する。 
 

（任 務） 

第３条 委員会は次の各号について調査・検討し、その結果を本会会長へ報告する。 

 （１）現在の本会事業について 

 （２）地域福祉活動計画の策定について 
 

（会 議） 

第４条 委員会は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

３ 委員長が職務を遂行できない場合、副委員長が代行する。 
 

（作業部会の設置） 

第５条 委員長が必要と認めた場合は、作業部会を設置することができる。 
 

（関係者の出席要求） 

第６条 委員会が必要と認めた場合は、関係者の出席を求め、説明及び意見を聴くこと

ができる。 
 

（予 算） 

第７条 委員会に必要な経費は本会が措置をする。 
 

（庶 務） 

第８条 委員会の庶務は、本会総務担当で処理する。 
 

（設置期間） 

第９条 この委員会の設置期間は、令和６年５月１日から令和７年３月３１日までとす

る。 
 

付 則 

この要綱は、令和６年５月１日から実施する。 
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